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第二期環境行動計画  

   項   目              行  動  計  画            

1.温暖化ガスの排出削減 
・単位生産高当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を 2003年度末までに、1990年度実績比で 30%削減 

・ 2003年度末までに、既存/工場・設備の絶対使用量を、1998年度実績比で 5%削減 

2.廃棄物の削減     

            

・有効利用されない廃棄物を 2003年度末までに、1998年度実績比で 60%削減 

・2005年度末までに、ゼロエミッションを確立        

3.環境配慮製品の開発  

            

            

・製品ｱｾｽﾒﾝﾄの活用と LCA(ﾗｲﾌｻｲｸﾙｱｾｽﾒﾝﾄ)手法の導入を図る（2001年度）  

・新規開発の全ての製品をｸﾞﾘｰﾝ製品として、2003年度末までに提供 

  (1)2001年度末までに、「電線材/新規設計品のはんだ」中の”鉛”を全廃  

  (2)2003年度末までに、社内で製造する製品の”鉛はんだ”を全廃 

  (3)2005年度末までに、”ﾊﾛｹﾞﾝ系難燃材”の全廃を目指す 

    （新規設計品は 2002年度末までに全廃）           

4.化学物質管理、削減 
・特定化学物質の排出量を、2003年度末までに 1998年度実績比で 40%以上削減  

・削減対象物質の使用量を、2003年度末までに 1999年度実績比で 70%以上削減 

5.グリーン調達の推進  
・ｸﾞﾘｰﾝ部材の調達比率を 2003年度末までに、調達金額の 99%以上目指す  

・事務用品：2003年度末までに公益法人・団体が認定したｸﾞﾘｰﾝ商品の調達比率 100％を達成     

6.環境情報の開示    ・環境報告書を作成し、2001年度より開示  

7.環境汚染防止     

            

・法令の遵守                         

・自主管理基準の設定と管理水準の向上             

8.環境保全活動の推進  ・ISO14001基づく継続的改善とパフォーマンスの向上       

 

FDKグループは、お客様に満足され、信頼に応える商品とサービスの提供により社会に貢献することを

行動の目標としている。 

その事業活動が地球環境と密接に関わりあっていることを深く認識し、ここに環境保護の基本方針と行

動指針を定める。 

基本方針 

１．全社活動としての総合的な取り組み 

２．環境負荷の低減 

３．社会への貢献 

環境行動指針 

１．環境に配慮した事業活動 

２．環境施策への協力 

３．環境教育による意識の高揚 

４．環境保護推進体制の整備 

５．関係会社との共同歩調 


